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キ ャリア 教育導入 による学校進路指導の 理念 ・ 制度的変化

一
行政文書および 日本進路指導協会刊『進 路指導』誌 の 分析か ら

一

小 林 君江 （お茶 の 水女子 大学大学院）

1 ．問題設定

　本報告の 目的は、第一にキャ リア教育導入が

学校進路指導の ど の よ うな理 念的・制度的変化

を意味す る の か を 明らか に し、第二 に、学校進

路指導政策の 議論 の構造を明 らか にする こ と

で ある 。

　2004 年度 よ り小 ・中 ・高等学校にキ ャ リア

教育が導入され て い る。本報告で と りあげるキ

ャ リ ア教育 とは、2004年 『キ ャ リア教育の 推

進 に関す る総合的調査協力者会議 （報告書）』

によ り開始され た文部科学省の 施策で ある が 、

端的には 「児 童生 徒
一

人
一

人の 勤労観、職業観

を育て る教育 」　 （同 ：7） と い われ る 。

　職業観 ・勤労観の 育成を重視するキャ リア教

育が若年就労政策 の 中核 として 位置づけ られ

る事 態をめぐっ て は、ス ウ ェ
ーデ ンと比較 して

日本での 議論が若者の 主体性の 問題 （意欲や労

働観や 自立意識の 弱体化）に の み 向け られ る傾

向や （小杉 ・堀 2006：211）、キャ リア教育 には

若者に と っ て 具体的な武器 となる き職業的 な

知識や技能を与え る とい う観点が極めて弱 い

点 （本田 2006： 191）が既 に批判 され て い る e

こ れ らの 指摘は、1960〜70 年代 に米国で行わ

れた コ
ープ・エ デュ ケ

ー
シ ョ ン

・プロ グラムや

職業教育プロ グラ ムが 、「個 々 人 の職業意識を

高め 、意思決定を促し、職探 しや 転職に必要な

ス キル を修得 させ るため のキャ リア教育 へ と

収斂」 した こ と で 、 「トラ ン ジシ ョ ン の プロ セ

ス その も の に手 を加える こ とな く、トラ ンジシ

ョ ン を くぐり抜 け う る 『強い 個人 』 を育成する

こ とをね ら っ た 改革 」 と評価 され る （上西

1995） こ とと も重な る重要な指摘で ある。

　一
方 、現行キ ャ リア教育 は学校進路指導政策

で ある。キャ リア教育は従来の 進路指導の 取組み

を引き継ぎ行 われ るもの であっ て 、同時に従来 の

進 路指導や 「従来 の 教育の 在 り方を幅広 く見直し、

改革してい くための 理念と方向性を示す」（同 ：8）

とい うね らい を掲げて い る。

　この 点に 着目するならば、キ ャ リア教育 の 性質

は 、 過去の 学校進路指導との 比 較により理解され

ることが重要で ある 。 本報告では 198G年から2000

年代前半に お ける中学校・高等学校進路指導を

とりあげ、理念的・制度的変化を明らかにする 。

2 ，デー
タ

分析期間は 1980年か ら 2006年まで と し、 こ の

聞の 学習指導要領お よ び政策文書、日本進路指

導協会刊 r進路指導』 誌を分析対象と した 。

（1 ）学習指導要領および 政策文書

　学校基本法第 36条、第 42条の規定 「個性 に

応 じて将来の進路を選択 （ない しは）決定す る

能力を養う」に基づ い て行われる 学校進路指導

は、学習指導 要領がそ の 内容を規定す る。中学

校 ・高等学校学習指導要領 に つ い て、進路指導

に関わる規定 （「総則」 お よび 「特別活動」 ）

を中心に 、1969（70）、 1977 （78）、1989、1998

年度改訂版を検討 した。政策文書 に つ い て は、

中央教育審議会答申『初等中等教育と高等教育

と の 接続の 改善 につ い て 』 （1999）、 『職業教

育及び進路指導 に関する基礎研究 （最終報告）』

（1999）、 『児童生徒の職業観 ・勤労観を 育む

教育の 推進につ い て （調査研究報告書）』（2002）、

rキ ャ リア教育報告書』 （2004）等を 中心に検

討 し 、 関連する諮問 、 答申、中間文書 議事録、

通知通達等を参照 した。

（2 ）　『進路指導』 誌の 書誌的特徴

　 r進路指導』 は （財）日本進路指導協会 の 月

刊誌で あ る。日本 の 学校進路指導の 主 要団体で

ある協会 は、1927年の 発足当時か ら文部科学

省と の 関係が 強 い 特徴が あ り、協会 は諸活動を
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通 じて 、学校進路指導政策に関わる情報を広く

関係者 に提供するな ど の 役割 を果た して い る。

　 『進路指 導』 誌面の基本的な構成は、巻頭

言 ・特別企画お よび特集 、 全国の 研究指定校か

らの報告、教員 によ る実践レポー ト、専門家に

よる進路指導 Q＆A、文 部科学省 ・協会 ・全国中

学校進路指導協議会 （全中進） ・全国高等学校

進路指導協議会 （全高進〉 ・キャ リア教育学会

（旧 日本進路指導学会）か らの 情報提供 、 毎年

開催する 「進路指導研究協議会全国大会」の 記

録な どか らな る。誌面にお ける発言の 主体 は、

い ずれ も学校進路指導の 政策実践の 中心的担

い 手で ある。文部科学省担 当者や 政策審議メ ン

バ ー、協会役職者に よる座談会、著作 ・解説が

多く 、 政策解説書 と して の 色合 い も濃い 。

3 ．分析

　（1 ）理念的変化

　 1980年代か ら 2000年代にか けて起 こ っ た

学校進路指導 の 変化の 流れは次で ある 。

　 1989 年度改訂指導要領 は、　「自らの （在 り

方）生き方を考え 、 主体的に進路を選択す る］

と い う進路指導理念 を掲 げた。第 14 期 中教審

の 主旨に連な る文部省通知 「指導の 転換」

（1993） は、高等 学校入学者選抜か ら学力偏

差値を追放 し 、
「学校選択の 指導か ら生 き方指

導 へ 」 「進学可能な学校の 選択か ら進学 した い

学校の選択へ 」　「100 ％ の 合格可 能性に基づ く

指導か ら生徒 の 意欲や努力を重視する 指導へ 」

の進路指導の 転換を掲げ、生 き方 に基づ く進路

指導理念の 徹底 を推進 した 。
「本来の 進路指導」

実現 をめざ した学校進路指導に固有の展 開を 、

時の 教育改革 と、高校 ・大 学な ど上級学校の入

試制度改革が後押 しする結果 とな っ た。

　キ ャ リアを 「個入が職業生 活、家庭生活、市

民生活など の 全生活の 中で 経験す る様々 な立

場や役割 を遂行する活動」と定義する キャ リア

教育は 、従来の 進路指導と比 べ 幅広く包括的な

も の で あ るが 、こ の 生き方指 導と い う進路指導

理念 と本質的 に変わ る と こ ろはな い。キ ャ リア

教育の 最大の 特徴 はキ ャ リア発達の 視点で あ

り、キ ャ リア発達段階に応 じた 学習活動を通 じ

て 、 個人の キャ リア発達課題の 達成 （能力 ・態

度の 形成）を支援する と い う方法論な の で ある。

（2）制度的変化　 （略）

　（3 ）学校進路指導政策の 議論 の 構造

　 第一
に、生徒の 卒業後の社会的適応に つ いて

学校が責任を問われ、学校進路指導の 改善 ・改

革が求められる と い う構造の 不変性が明 らか

に な っ た 。 こ こ か らは  大学全入学時代と労働

市場の諸問題を背景 に、大学・
短大にお け る キ

ャ リア教育の 一
層の展 開 、   生 徒の社会的不適

応の 未解消や 出現 によ っ て キャ リア教育実践

へ の 批判が繰 り返される こ とが示唆される 。

　第 二 に、現在の 政策の担 い手が学校教育関係

者、特に心 理 学研究者に偏っ て い る 点を指摘で

き る。接続答申で は 「職業に関する知識や技能

を身に つ けさせ る ゴとい う点で進路指導 と異な

っ て い たキ ャ リア教育が、生き方指導と い う進

路指導と変わ らない 内容 に結実 したの は 、 議論

が 教育や発達の 枠組み の 中に限定 され進路指

導の 範疇を超 える もの とな りえ なか っ た 側面

がある 。

　第三 に、政策 は教育に お ける 様々 な問題現象

と結び つ けて語 られる こ とによ り正 当性を確

保 し 、 重 要性を強調する と い う構造も明 らか に

な っ た 。 こ こ か らは  現在 、 高校進路指導で 課

題 とな っ て い る生徒の 学力低下
・意欲の 低下 に

対 して 有効性を持ちうるか どうか が キャ リア

教育定着の 一
つ の 鍵にな る と考え られ る。  問

題 が顕在化 しな い 、 問題で ある とみ なされ な く

な っ た場合に は、対策 と される進路指導の 必要

性認識も低下す る可 能性 も示 唆 され る 。 キャ リ

ア教育が フ リ
ー

タ
ー・ニ ー

ト対策と い う限定的

位置付けを与え られ る ことに は、同様の危険性

が孕 まれて い る 。

4 ．ま とめと考察　 （略）

※ （略）部分、詳細な資料や参考文献 リス トは

当 日配布い た します。
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